



















































































































8） 明治大学ビジネススクール（2019, p. 5）の Stockholm School of Economicsによる定
義を参照。
9） 同上，p. 6，図表 11 ファミリービジネスの定義を参照。









































に追求するという視点に立っている13）。Gomez-Mejia et al.（2011, pp. 660







Berrone et al.（2012）が FIBERモデルと名付けた SEWのファミリービジネ








72 児 島 幸 治
CEOとすることによりこれらの目的は達成される。
これら３つの理論群に関連する欧米企業を対象の中心とするファミリービ



















究により、ファミリー企業がより良い業績をあげる（Allouche et al. 2008、
Bona et al. 2008、Saito 2008、Vieira 2016、Cirillo et al. 2017、Hansen et. al.
















入山・山野井（2014）、La Porta et al.（1999）、Saito（2008）、Mehrotra et
al.（2013）の研究によれば、日本企業、特に上場企業におけるファミリービ












送っており、La Porta et al.（1999）の調査平均より高い９割以上が同族経
営企業であり、所有割合の低い（20％未満10％以上、および10％未満でそれ
ぞれ173/199社（87％）、256/343社（75％））企業においても多くの企業に
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16）企業の長期にわたる租税回避行動については Dyreng et al.（2008）、ファミリー企業



























質的な行動を伴う利益調整行動（Real Earnings Management : REM）と、
もう１つはアクルーアル（会計発生高）による利益調整行動（Accrual Earn-
ings Management : AEM）である18）。REMでは、例えば製造コスト、一般
18）Roychowdhury（2006）は企業が会計発生高を用いた利益調整行動だけでなく、売上
高増加のための販売価格引き下げといった実質的な行動の伴う利益操作行動をとるこ
とを明らかにした。Beckmann et al.（2019）は、米国で ADRを発行する海外企業を
対象に、米国での ADR発行前後において、会計発生高を用いた利益調整行動よりも、
より多くの実質的な行動の伴う利益操作行動をとることを明らかにした。
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